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制度情報－2020年 5月の法令から－ 

北京市大地律師事務所 

（北京市大地律師事務所日本部監修） 

 

 

Ⅰ．重要な法令のポイント解説 

 

中華人民共和国民法典 

（発令元）全国人民代表大会 

（法令番号）主席令第45号 

（公布日）2020年5月28日 

（施行日）2021年1月1日 

 

１．主なポイント 

（1）全7編、1,260条からなり、各編は順に総則、物権、契約、人格権、婚姻・家庭、相続、権利

侵害責任及び附則となっている。条文のうち、現行法に規定のある原文を保留したものが457条

あり、約36.3%を占める。409条は現行法及び関連する司法解釈に対する「非実質的な改訂」に

よるもので、約32.5%を占める。246条は現行法及び関連する司法解釈に対する「実質的な改訂」

によるもので、約19.5%を占める。148条の条文が「新規追加」され、約11.7%を占める。 

（2）胎児に遺産相続、贈与収受等の権利があることを明確に規定した。（第16条、第1155条） 

（3）今回の新型コロナウイルスの感染流行を踏まえ、組織、個人の不動産又は動産を収用する事由

に「感染対策」を追加した。 （第245条） 

（4）遺失物について引取通知の公告を掲出した日から 1 年以内に受け取る者が出ない場合は、国

の所有に帰することを規定した。（第318条） 

（5）電子契約の締結規則を整備し、予約契約の具体的規定を追加した。様式条項制度等の契約締結

制度を整備した。様式条項を提供する一方が提示又は説明の義務を履行しなかったことにより、

相手方が重大な利害関係のある条項であることに気づかなかったり、認識できなかった場合、相

手方は当該条項が契約の内容とはならないことを主張することができる。 

（第495条、第496条、第512条） 

（6）セクシャルハラスメントの防止に関する規定を整備し、「文字、画像」をセクシャルハラスメ

ントの認定範囲に含めた。（第1010条） 

（7）プライバシーの定義を規定し、プライバシーとは、自然人の個人的な生活の平穏及び他人に知

られたくない私的な空間、私的な活動、私的な情報であるとした。また、他人のプライバシーの

権利を侵害する具体的な行為について明記した。（第1032条） 

（8）個人情報の保護の強化に関する規定を整備し、個人情報の定義付けを行い、これには自然人の

氏名、生年月日、身分証番号、生体認証情報、住所、電話番号、電子メールアドレス、行動歴情

報等を含むとした。（第110条、第1034条） 

（9）計画出産の実行に関する条文を廃止し、「医学上結婚すべきではないと判断される疾病を罹患

する」ことは結婚を禁ずる事由とされなくなった。夫婦共同債務の範囲を明確に規定した。離婚

登記後に30日間の「冷却期間」を設ける規定を追加した。双方が別居して1年間が経過し、再
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度離婚訴訟を提起した場合、裁判所は離婚を認める判決を下さなければならない。遺産管理人制

度を追加した。（第1077条、第1079条、第1145条） 

（10）自ら一定のリスクのある文化・スポーツ活動に参加し、その他の参加者の行為により損害を

受けた場合、損害を受けた者は故意又は重大な過失のないその他の参加者に権利侵害責任の負

担を請求することができない。（第1176条） 

（11）生産者、売主が欠陥製品をリコールする際に、権利を侵害された者がこれにより支出した必

要費用を負担しなければならないとする規定を追加した。（第1206条） 

（12）生態環境損害責任について整備し、生態環境損害に対する懲罰性賠償制度を新たに規定し、

生態環境損害の修復及び賠償の制度について明確に定めた。（第1234条、第1235条） 

 

２．今後の留意点 

最高人民法院による公開情報では、同院では関連の司法解釈を全面的に整理し、民法典と関連す

る法律の新旧移行や適用に関する問題への司法解釈の起草を急ぐとしており、企業は関連の動きに

十分注目することを勧める。（全1,260条） 

 

 

新時代の西部大開発推進に新たな局面を形成することに関する指導意見 

（発令元）中国共産党中央委員会、国務院 

（公布日）2020年5月17日 

（施行日）2020年5月17日 

 

１．主なポイント 

（1）2020年内に、現行の基準のもと、西部地域の農村貧困人口を全て貧困から脱却させる。 

（第2条） 

（2）西部地域の自由貿易試験区において、投資貿易分野での法律・法規による試験先行を支持し、

高水準の開放に適応する行政管理体制の構築を模索する。（第3条）   

（3）荒地・砂漠上の集団土地を市場化する方法を模索し、個人による使用権取得申請を奨励する。

（第5条） 

（4）西部地域に設立された奨励類産業に対する企業所得税優遇等の政策は、期限到来後も執行を

継続する。西部地域の奨励類産業プロジェクトが投資総額内で輸入する自己使用設備について、

政策規定の範囲内で関税を免除する。（第7条） 

 

２．今後の留意点 

この指導意見により、西部の貧困地域の企業はIPO、新三板への登録、債券発行、合併買収・再

編等について優先して手続きを受けられる政策の適用を受けるとともに、条件を満たす企業は、免

税等の政策も享受できるとされている。投資先地域の選択において、西部地域は検討可能な対象地

の一つになりうる。（全7条） 
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新時代において社会主義市場経済体制の整備を加速することに関する意見 

（発令元）中国共産党中央委員会、国務院 

（公布日）2020年5月11日 

 

１．主なポイント 

（1）国有企業の混合所有性改革を積極的かつ穏当に進め、自然独占業種改革を徐々に進める。（第

2条） 

（2）市場参入ネガティブリストの動態調整メカニズム及び第三者による評価のメカニズムを確立

し、サービス業を重点にさらなる参入制限の緩和を試験運用し、「禁止規定に抵触しない限り参

入できる」方針の広範な普及を徹底する。（第3条） 

（3）公平競争審査制度の執行を全面的に徹底し、公平競争審査の実施細則を改訂して整備し、公平

競争審査の無通告調査、考査、公示制度を確立し、第三者による審査及び評価のメカニズムを確

立し、整備する。『独占禁止法』及び『不正競争防止法』の執行を強化、改善し、法執行を強化

して違法コストを引き上げる。（第3条） 

（4）総合と分類を組み合わせた個人所得税制度を確立し、整備する。地方税体系を整備し、地方税

税制を調整・整備し、壮大な地方税の税源を育成し、地方税管理権を徐々に拡大する。 

（第5条） 

（5）『ビジネス環境改善条例』の執行を徹底し、ビジネス環境の評価体系を整備し、時期を見て全

国範囲のビジネス環境評価を展開する。（第5条） 

（6）中国（上海）自由貿易試験区の臨港新エリアを建設し、自主発展、自主改革及び自主イノベー

ションのより大きな管理権限を付与する。（第7条） 

（7）企業破産に関する法制度の改革、改善を進め、個人破産に関する法整備を推進し、『独占禁止

法』を改正する。（第8条） 

 

２．今後の留意点 

中国の改革の深化と法治整備の動きに伴い、当該意見では、重大改革の特別授権メカニズムが整

備され、現行の法律・法規の調整に関わる重大改革について、法定のプロセスにより全国人民代表

大会又は国務院が統一授権し、条件を満たす地方から改革の試験運用及び実践・イノベーションが

先行されることになる。（全9条） 

 

 

新型コロナウイルスに関わる民事事案の審理を法により 

改善することにかかる若干の問題に関する指導意見（2） 

（発令元）最高人民法院 

（法令番号）法発〔2020〕17号 

（公布日）2020年5月15日 

（施行日）2020年5月15日 
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１．主なポイント 

（1）感染流行により当事者が約定した期限通りに売買契約を履行できないか、履行コストが増加

したが、履行を継続することにより契約の目的が依然実現可能である場合、当事者が契約の解除

を請求しても裁判所はこれを支持しない。（第1条） 

（2）感染流行により売主が約定した期限通りに注文対応を完了できないか、商品を引き渡すこと

ができず、履行を継続しても買主の契約の目的を実現できなくなり、買主が契約を解除し、すで

に支払った前払金又は手付金を返還することを請求する場合、裁判所はこれを支持しなければ

ならない。ただし、買主が売主に違約責任の負担を請求するものについては、裁判所は支持しな

い。（第1条） 

（3）賃借物件が経営に用いられ、感染流行のために借主の資金繰りが困難となり営業収入が明ら

かに減少し、借主が約定した期限通りに賃料を支払わなかったことを理由に貸主が賃貸契約を

解除し、借主に違約責任を負担させることを請求する場合、裁判所はこれを支持しない。 

（第1条） 

（4）展覧、会議等の特定の目的のために予約した臨時施設賃貸契約について、感染流行により当該

活動を取り消すことになり、賃借人が賃貸契約を解除し、前払金又は手付金を返還することを請

求する場合、裁判所はこれを支持しなければならない。（第1条） 

（5）賃借する非国有物件が経営に用いられ、感染流行のために借主の営業収入がないか、営業収入

が明らかに減少し、引き続き原賃貸契約通りに賃料を支払うことは借主にとり明らかに不公平

であり、借主が賃料の減免、賃貸期間の延長又は賃料の支払い期限の猶予を請求する場合、裁判

所は公平原則により契約を変更することができる。（第1条） 

 

２．今後の留意点 

裁判所が企業が破産の受理条件に適合しているかを審査する際、企業が困難に陥った原因が感

染流行又は感染対策措置によるものであるか否かが重点的に審査され、これらの原因は区別して取

り扱われるものとなる。（全3条） 

 

 

公平競争審査業務のさらなる推進に関する通知 

（発令元）市場監督管理総局国家発展改革委員会 財政部 商務部 

（法令番号）国市監反壟断〔2020〕73号 

（公布日）2020年5月9日 

（施行日）2020年5月9日 

 

１．主なポイント 

（1）市場への参入、産業の発展、資本誘致、入応札、政府調達、経営行為の規範化、資格標準等に

関わる規則、文書は、いずれも公平競争審査の範囲に含めるものとする。（第2条） 

（2）公平競争審査基準の内容をさらに充実させ、詳細化し、業種ごとの公平競争審査規則を研究・

制定する。（第2条） 

（3）第三者による評価を実施し、例外規定を適用しようとするもの、社会公共の利益に対する影響

が重大で、一部の意見について大きな議論が存在しているもの、複数の企業・組織又は個人によ
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り公平競争審査基準への違反の疑いが通報された政策措置については、第三者による評価を優

先して導入することで、審査の質と効果を保障する。（第2条） 

 

２．今後の留意点 

当該通知により、各地域、各機関では公平競争審査を経てすでに公布されている政策措置につい

て全面的な評価を実施し、評価により競争を排除、制限する作用があるとされたものは廃止するか、

修正が行われることになる。2020年1月1日以降に公布された政策措置に対し、定期的に評価・整

理を行い、実際の運用の中で生じた競争の排除、制限の問題を速やかに発見し、是正するとされて

いる。類似の建議や意見のある企業は、現地の所管機関にフィードバックすることもできる。（全

4条） 
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Ⅱ．法令運用上のケーススタディ解説 

 

１．事件の概要 

2016 年 3月、王氏はA社に事務職として入社し、月賃金は4,000 元で、入社日当日に労働契約

書、就業規則に署名した。就業規則には「従業員が同時他社と労働関係を結んだものは、兼務した

業務が有償か無償かを問わず、会社より労働関係を解除できる」と規定されていた。A社は2017年

8月に、王氏がWeChatのモーメンツで購入代理情報を配信し、購入代理の副業に従事していること

を発見した。A 社は法定の手続きを履行したうえで、王氏が購入代理の副業に従事したことは就業

規則への違反であるとして、『労働契約法』第 39 条第 2 号の規定により、王氏との労働関係を解

除した。王氏はこれをA社による労働関係の違法解除であるとして労働仲裁を申し立て、A社に労

働契約の違法解除に対する賠償金として12,000元の支払いを要求した。 

 

２．紛争の焦点 

王氏が従事した購入代理は、就業規則に規定された労働関係を解除できる行為に当たるか。 

 

３．弁護士の分析 

『労働紛争事件審理の法律適用にかかる若干の問題に関する最高人民法院の解釈』第13条の規

定により、A 社は王氏との労働関係を解除することの合法性について、立証責任を負うべきである

とされる。 

本件において、A社が王氏との労働関係を解除することの根拠は「兼務した業務が有償か無償か

を問わず、従業員が同時他社と労働関係を結んだもの」であることから、A 社は王氏が他社と労働

関係を結んだことについて、証明責任を負わなければならない。王氏がモーメンツで購入代理情報

を配信したということは、王氏が購入代理の行為に従事したことを証明できるのみで、王氏が他社

と労働関係を結んだことを証明することはできないため、王氏が購入代理に従事したことを理由に

A社が王氏との労働関係を解除することは事実的根拠を欠くものとなる。 
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４．司法判断 

本件は労働仲裁及び裁判の一審、二審を経て、最終的にA社による王氏との労働関係の解除は違

法であると判決され、労働関係の違法解除に対する賠償金として 12,000 元を支払うべきであると

された。 

 

５．留意点 

従業員が業務外の時間に副業（有償又は無償）に従事する行為を使用者が管理することができる

かどうかは、案件の具体的状況に基づいて分析を行う必要があり一概に論じることはできず、実務

においても紛争が極めて発生しやすい問題となっている。 

（1）原則として、従業員が他人と労働関係を確立していない状況のもとで、業務外の時間を利用し

て営利性の活動（例えばデリバリー配達、配車サービスのドライバー等）に従事することは、労

働過程及び労働管理の対象となるものではなく、従業員自身に決定権があるとされる。   

（2）勤務時間中に購入代理業務の連絡をする等のように、従業員の購入代理への従事が日常の業

務に影響を及ぼす場合は労働規律に違反する行為に当たり、使用者は就業規則等の関連規定に

より、従業員に対し管理の措置を取ることができる。 

（3）従業員が病気休暇期間中に購入代理に従事した場合は、病気休暇管理規定に違反する行為と

なり、使用者は就業規則により相応の処理を行うことができる。 


